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1 ．まえがき
　更なる性能向上のためのプロセッサ開発は止むことなく，
高性能な製品が世の中に登場し続けている．一方，高性能
な演算環境を必要とするアプリケーションも次々に開発さ
れる状態であり，プロセッサの高性能化に対する要望は留
まることを知らない．一般的に，1 つのプロセッサで扱え
ないような演算負荷の高い処理で，複数に分割可能である
ものは，複数のプロセッサを備えた並列演算環境で実行す
るのが適している．しかし，プロセッサ数が多くなると消
費電力，発熱，そして設置スペースの問題などが新たに出
てくる．特に，長時間連続運用するシステムでは，消費電
力および熱の問題が深刻となる．
　他方，モバイルコンピューティングの分野では，長時間
バッテリ駆動によりシステムを利用できる技術が必須とな
る．近年，消費電力量削減のために必要に応じて動作周波
数および電圧を切り替えできるプロセッサ[1]が登場し，高
性能な製品群にまで展開され始めており，マルチプロセッ
サ化も計画されている．この省電力技術は熱問題解消にも
繋がる．我々は，このような省電力技術を導入したプロセ
ッサを備える並列演算環境での消費電力量低減化手法に関
する検討を行っている．
本稿では、並列演算環境上での消費電力量低減を目的に
検討した実行方式選定手法について説明する．また，動作
周波数および電圧が可変であるプロセッサの具体例を挙げ，
本プロセッサによる並列演算環境を想定し，本環境で提案
手法に基づきタスクを処理する場合の効果を示す．

2 ．消費電力量低減化のための実行方式
2.1　基本概念
　現在主流の CMOS 回路では，基本的に動作周波数を上げ
た場合にはプロセッサを安定動作させるために電源電圧も
上げる必要がある．逆に，動作周波数を下げた時には電圧
も下げることが可能な場合がある．一般的に，消費電力
P[W]と動作周波数 F および電源電圧 V との関係は，リーク
電力を無視した場合，式(1)を満足する[2]．ここで t は信
号遷移率，Cは静電容量を示す．

　P = t・C・F・V2           (1)
消費電力 P は式(1)に示すように動作周波数 F に比例し，
かつ電圧 Vの二乗に比例するという両要素が支配的である．
すなわち，消費電力 P は動作周波数 F の変化率に対して二
乗のオーダーで推移する．我々は，この特性から動作周波
数が可変であるプロセッサを備える並列演算環境において
タスクを実行する場合に，例えば，少ない数のプロセッサ
で動作周波数を上げて実行する場合と，動作周波数を下げ
て多くのプロセッサで実行する場合とで消費電力量[W・s]
の大小関係が，プロセッサの特性やタスクの性質に応じて
異なる場合があることに着目した．そして，プロセッサの
特性やタスクの性質に基づいて，最も消費電力量が少なく
なる実行方式(使用するプロセッサ数および該プロセッサ
の動作周波数)を選定するための指標が示せるものと考え
た．ただし，処理タスクの性質(プロセッサ数に応じたタ

スク処理時間と通信処理時間)が事前に分かっていること
が前提となる．

2.2　実行方式選定手法
　我々が提案する実行方式選定手法は，タスクが与えられ
る度に，そのタスクの処理制限時間内に最も少ない消費電
力量で処理することができるプロセッサ数とそれらのプロ
セッサの動作周波数および電圧を選定するものである．な
お，使用しないプロセッサおよび処理していないプロセッ
サはその際，最も電力を消費しない動作周波数および電圧
に設定される．基本点に制限時間内に処理が完了するので
あれば，1 つのプロセッサで低い動作周波数および電圧に
より実行するのが最も少ない消費電力量で実行できる．他
方，処理時間に余裕がない場合はシステムの全プロセッサ
を，設定できる最も高い動作周波数で実行させる必要があ
り，この実行方式が最も消費電力量を要する．これらはタ
スクの負荷状態および処理制限時間が両極端な場合である
ため，比較的容易に上記実行方式を選定することができる
が，実行方式の選定が困難になるのは，これらの中間状態
にある場合である．前述したように，本手法は対象とする
処理の性質が事前に分かっていることを前提としている．
従って，その処理を何個のプロセッサでどの動作周波数を
用いればどれだけの実行時間で処理が完了するかを見積も
ることができるため，処理制限時間が分かれば動作周波数
毎の必要プロセッサ数が限定できる．また，同じ動作周波
数であれば使用するプロセッサが少ない方が省電力量で実
行できるため，動作周波数毎の最適な実行方式間で消費電
力量を比較すれば最も消費電力量が少ない実行方式が選出
できることになる．

3．提案手法の具体例
　本章では，対象とする問題と並列演算環境のプロセッサ
の特性および実行方式の種類を限定した場合の提案手法に
基づく実行方式の選定基準について検討する．具体的には，
1 つのタスク（処理データ）が与えられた場合に，1 つの
プロセッサで処理する場合と，複数のプロセッサにより処
理する場合との省電力実行のための選定基準を求める．ま
ず，並列演算装置の各プロセッサは表１に示す特性を備え
ているものとする．

表１．プロセッサの特性
動作周波数 消費電力 状態

β Ｐβ 高速動作状態
α Ｐα 標準動作状態
γ Ｐγ 遊休状態

また，本並列演算環境はＮ個の上記プロセッサを備えてい
るものとし，該処理データが与えられたとき，以下の３つ
の実行方式から，最も少ない消費電力量で実行できる方式
を選定するものとする．

① 実行方式１：動作周波数を標準状態のαとして１つのプロセ
ッサにより実行する．他のプロセッサは遊休状態に設定する．

② 実行方式２：動作周波数を高速状態のβとして 1 つのプロセ
ッサにより実行する．他のプロセッサは遊休状態に設定する．

③ 実行方式３：動作周波数をαとしてｎ個（2≦n≦Ｎ）のプロ
セッサにより実行する．他のプロセッサは遊休状態に設定する．†三菱電機株式会社情報技術総合研究所
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なお，処理データを割り付けられたプロセッサにおいても，
実行していない状態の時は，遊休状態の動作周波数に設定
されるものとする．まずは，1 つのプロセッサで動作周波
数を上げて処理する場合と，動作周波数は標準状態にして
複数のプロセッサで処理する場合の消費電力量の比較を行
うため，実行方式２と３の比較を行う．図１は，処理制限
時間（T）内の実行方式２と３のタイムチャート例を示し
たものである．両者の違いは太線枠内部分であるため，こ
の部分に関しての消費電力量を比較すれば良い．図１の場
合では，処理制限時間（T）は，実行方式２より実行方式
３の処理時間の方が大きいため，式(2)のように示すことが
できる．ここで，TC(=TS+TR)は 1 回の通信処理に要する時
間であり，送信処理時間 TSと受信処理時間 TRを加えたも
のである．また，Tαは，1 つの処理データを 1 つのプロセ
ッサで動作周波数αにより処理した場合の実行時間である．
また，ｎはプロセッサ数を示す．

　　T = (n-1)・TC + Tα/n  　　　　　　　　　　　 (2)

この場合の実行方式２による消費電力量Ｃ2[W・s]を示し
たものが式(3)である．ここで，式(3)の第 1項は動作周波数
βでデータ処理を行うのに要する消費電力量であり，残り
の第 2 項は，遊休状態であるプロセッサ（図１：CPU2～
CPUn）とデータ処理が終わり遊休状態となった期間のプ
ロセッサ（図１：CPU1）の消費電力量を示したものであ
る．また，k=α/βである．

　Ｃ2= Pβ・k・Tα + Pγ・[ (1-k)・Tα + n・(n-1)・Tc]  　 (3)

同様に，この場合の実行方式３による消費電力量Ｃ3[W・
s]を示したものが式(4)である．ここで，式(4)の第 1 項は通
信処理に要する消費電力量と全部の遊休状態の消費電力量
を足したものであり，第 2 項はデータ処理に要する消費電
力量を示したものである．

　Ｃ3= (n-1)・[2・Pα + (n-2)・Pγ] ・Tc +　Pα・Tα     　 (4)

式(3)と(4)より，Ｃ2=Ｃ3とすると式(5)を導出することがで
きる．ここで，ρはデータ処理に対する通信処理の処理時
間の比率(Tc /Tα)を表す．

  ρ= {k・Pβ- Pα+ Pγ・(1-k)}/{2・(n-1) ・(Pα- Pγ)}    　  (5)

この式(5)に基づいて求められたρと，実行方式３により選
定された省電力実行のためのρ3 とを比較すれば実行方式

２と３の優劣が判定でき，ρ<ρ3であれば実行方式２を，
ρ>ρ3であれば実行方式３を適用すれば良いことになる．
なお，ここまでの議論は，図１に基づいて実行方式２より
も実行方式３の処理時間の方が大きい場合に関するもので
あるが，逆の場合でも，式(3)と(4)は異なるものになるが，
同じ式(5)が導出される．但し，ｎ=2,3 の場合は，送信処理
時間 TSと受信処理時間 TRの大小関係で，例えば，図１で
示した実行方式３の CPU1 にも遊休状態が発生してしまう
場合がある．しかし，TS=TRと仮定すると，ｎ=2,3 の場合
でもρは式(5)となる．
　次に，実行方式１と２の比較を行う．まず，実行方式１
と２とも制限時間内に処理が完了する場合を考える．この
場合，実行方式１と２の消費電力量の差は，式(6)となる．
ここで，Ｃ1は実行方式１での消費電力量を示す．

　Ｃ2-Ｃ1= Tα・(Pβ・k - Pα) + Pα・Tα・(1-k)        (6)

基本的に，動作周波数の向上率以上に消費電力は向上する
ため(式(1)参照)，式(6)の第 1 項の()内は正となり，また第
2 項も正となるため，実行方式１と２とも制限時間に納ま
るのであれば，実行方式１が選定されることになる．
　更に，実行方式１と３の比較では動作周波数が同じであ
るため，実行方式３の処理時間よりも実行方式１の処理時
間の方が小さくなる（並列処理の効果が無い）場合は，消
費電力量の観点からも実行方式３を選定するメリットは何
も無い．両方式とも，制限時間内に処理を完了できるので
あれば，実行方式１が選定される．なお，並列処理の効果
がある場合は，式(7)を満足する場合である．

 ρ < 1/n (n≧4の場合)
(7)

 ρ < 2・(n-1)/{n・(n+2)} (n=2,3の場合：TS=TRと仮定)

 以上の比較結果から，本章で取り上げた例の場合は，図２
のフローチャートに基づいて実行方式を選定すれば良いこ
とになる．ここで，「許容時間」とは，マージンを持たせ
るために上記制限時間よりも短めに設定された時間のこと
である．

4．実プロセッサによる並列演算環境への適用検討
　本章では，動作周波数および電圧が可変であるプロセッ
サの代表例として，PowerPC 405LP を例に上げ，本プロセ
ッサを複数備える並列演算環境を想定して，前章で述べた
実行方式選定基準を適用した場合の検討を行う．
　表２は PowerPC 405LPの動作周波数 Fと消費電力 Pの関
係を示したものである．本プロセッサは，動作周波数が
152MHz辺りまでは最低の電圧 1.0Vで動作可能である．従
ってこの範囲までの消費電力の増減は一次関数(P = a・F：
a は定数)となる．なお，PowerPC 405LP の遊休状態の消費
電力(*印) は，表２の各値から算出したものである．

：遊休状態

：実行方式
　判定処理

CPU1
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CPUn
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データ処理
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図１．実行方式２と３のタイムチャート例

図２．提案手法の具体例におけるフローチャート

タスク（処理データ）入力

実行方式１～３全てが，許容時間内に処理完了
できるか．

実行方式１を選定

実行方式２，３とも，許容時間内に処理完了
できるか．

許容時間内に処理完了で
きる実行方式を選定．

式(5)に基づき，実行方式２と３の消費電力量を比較して，消費電力量が小さく
なる実行方式を選定．
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表２．PowerPC 405LPの特性
動作周波数(MHz) 電圧(V) 消費電力(W) 状態

380 1.8   0.5 高速動作状態
152 1.0   0.053 標準動作状態
33 1.0   0.0115* 遊休状態

　次に，この PowerPC 405LPを複数備える並列演算環境を
想定して，本環境上で３章で示した提案手法の具体例を実
現させた場合の検討を行う．図３は，３章で示した各パラ
メータに，表２の各値を与えた場合のプロセッサ数
（n>2）に対する，式(5)と式(7)のρの値を示したものであ
る．なお，ここでは，α=152，β=380，Pα=0.053，Pβ=0.5，
Pγ=0.0115，そして k=0.4(152/380)とした．そして，実行方
式３で対象とする処理データを処理する場合の，省電力実
行のための最適なプロセッサ数とその場合のρ3 の値が求
まれば，図３の式(5)の傾向から，実行方式２で実行するべ
きか実行方式３で実行するべきかが判定できる．ただし，
実行方式３が選定されたとしても，ρ3 の値が図３の式(7)
の値以上である場合は，前章で述べたように実行方式１を
選定した方が良い場合となる．
　また，図４は実行方式３が選定および実行された場合の
プロセッサ数に応じた実行方式２に対する消費電力量の比
率(Ｃ3 /Ｃ2)を，適当なρ(≦ 0.05)に関して示したものである．
この比率が 1 以下であれば実行方式３で実行した方がその
値分，実行方式２より少ない消費電力量で実行できること
を示す．なお，ρ≦ 0.05であればプロセッサ数が 2～20の
範囲内では常に並列処理による効果が得られる．この結果
(図４)より，ρの値が一定の場合，プロセッサ数が多いほ
どこの比率が 1 に近づいてしまうが，逆にρが小さくなれ
ばこの比率は小さくなることが確認できる．処理データ量
が一定であればプロセッサが増えるにつれ，任意のプロセ
ッサ間で送受信されるデータ量は小さくなる．従って，プ
ロセッサ数が増えるにつれ TCが小さくなり，これによっ
てρが小さくなるとすると，その状態の間は，プロセッサ
数増加に対するこの比率の上げ率はより小さくなることに
なる．また，図４より，実行方式３ではプロセッサ数が少
ないほど少ない消費電力量で実行できることが確認できる．
なお，実行方式３での最低限必要となるプロセッサ数は，
与えられた制限時間から導出することができる．しかし，
処理データが順次入力されるような状況では，その時点で
利用できるプロセッサ数に限りがある場合もあり，実行方
式３が省電力実行方式として選定されたとしても，必要な
プロセッサ数を確保できない場合もあり得る．このような
場合は実行方式２が選定されるかもしれないが，それでも
制限時間を満足できない時は，動作周波数をβとした複数
プロセッサにより並列処理する実行方式が選定されること
になる．本実行方式は，実行方式３よりも少ないプロセッ
サで制限時間を満足できるものであり，実際のシステムで

は，少なくとも本実行方式で必要となるプロセッサ数は確
保できるよう設計されている筈である．しかし，プロセッ
サの故障や異常などにより，必要プロセッサを確保できな
い場合は，処理データ量を間引く縮退処理などの適用が必
要となる．また，このような場合，フォルトトレランスの
仕組みとして，残りのプロセッサで動作周波数を上げて，
システム全体としてスループットを維持させることなども
考えられる．

5．むすび
本稿では，近年盛んに研究開発されている省電力タイプ
のプロセッサの動作周波数と消費電力の関係に着目し，該
プロセッサを備える並列演算環境において，処理の性質に
応じて少ない消費電力量で実行するための実行方式選定手
法を提案した．そして，その実行方式の具体例を挙げ，そ
の選定基準を示した．また，動作周波数可変型プロセッサ
の代表例として，PowerPC 405LP を取り上げ，本プロセッ
サによる並列演算環境を想定して，本環境に提案手法の該
具体例を適用した場合の効果を示した．
今後の課題は，問題を限定しない場合のシステム全体と
しての解析を行い，本提案の実行方式選定基準を体系化す
ることである．また，精度向上を目的にプロセッサ以外の
部位に関する消費電力をも考慮したモデルの詳細化を検討
する必要がある．但し，クラスタ環境における研究例では，
ネットワークカードの消費電力はプロセッサの消費電力に
比べて小さく，クラスタ環境全体としては無視できるレベ
ルであったとの報告[3]もある．モデルを細かくし過ぎると
逆に精度が落ちる場合もあるため，この辺を見極めてモデ
ルの精度を検討していく予定である．
なお，本方式はまだ多くの課題があるが，マルチプロセ
ッサ環境を備えるシステムであれば基幹系からモバイル系
に至るまで，省電力実行のための有効な方式となる得る．
また，本環境を備えるシステムでは，省電力という観点だ
けでなく，動作周波数が上げられる状態のプロセッサを利
用して，フォルトトレランスを実現することも考えられ，
今後は様々な角度からの検討を行っていく予定である．
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図３．実行方式選定基準
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図４．実行方式２と３の消費電力量の比率

　　　（実行方式３が勝る場合）
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